
様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 - 　（県からの補助金をH17年度から順次減額し、H19年度から廃止）

実施年月 実施年月

平成16年度 ・暴追体制の強化

　（県警の自己改革）

　（知事部局で担うべき業務があるか精査）

　（自発的意思に基づく広範な民間運動の推進）

平成17年度 ・賛助会員募集活動の推進 平成17年度

・県補助金の減額（対前年２／３） 　（暴追県民大会の共同開催等）

・自治体、企業等への賛助会員拡大活動の推進

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在 平成18年度 ・賛助会員募集活動の推進 平成18年度 ・自治体、企業等への賛助会員拡大活動の推進

・県補助金の減額（H16年度比１／３）

うち県職員 平成19年度 ・賛助会員募集活動の推進 平成19年度

・県補助金の廃止

うち県職員

うち県職員

65歳 － 50.5歳

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

　平成１７年度の県監査委員会監査において、監査結果は「指摘事項なし」であったものの、次の意見が付された。

① 改革基本方針の実施状況

65.0 (89.1) 99.7 (99.7) 具体的な対応が遅れており、財源面での現実的な対応を進めていくことが必要。

41.8 (50.7) 1,002.3 (262.2) ② 賛助会員制度の普及

100.3 (99.9) 98.2 (99.8) センターの存在や業務内容を県民に普及し、一般県民に対して協力依頼を行うべき。

21.9 (31.7) 98.1 (99.7)

31.9 (41.9) 0.0 (0.0)

99.7 (99.4)

56.6 (79.4)

　　新たな活動財源として、市町村、企業等に対する賛助会員拡大活動を行ってきたものの、県が補助金を廃止する一方で、市町村等
に賛助会加入を求めることに理解が得られにくいとともに、個人・法人会員にとっては毎年の賛助金納付が大きな負担となるのが実情。
こうした事情から、将来的に安定した活動財源を確保することが困難な状況にある。特に、最近、行政対象暴力事犯が増加傾向にあり、
県関与が廃止された場合は、行政対象・企業対象暴力に対する情報提供等の協力支援が停滞することを始めとして、無料暴力相談所
の開設において、県弁護士会への負担が過重となるなど、長野県の暴排活動に支障を生ずることが危惧される。

・暴追センター事業の精査と県警との費用負担の見直し

　（推進中）

・暫定的にH18年度と同額の県補助金が予算措置

・自治体、企業等への賛助会員拡大活動の推進

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる県民ﾈｯﾄﾜｰｸを構築し、各種情報を提供

経営計画等の策定状況

・

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

1,215

0

・広報啓発活動(県民大会の共同開催)   ・協力支援事業(暴排資料の作成配布)

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

(11,336)

(7,777)

(0)

収
支
状
況
次期繰越額

345,960,000円
うち県の出
捐額（円）

・暴力相談事業(常設、巡回相談)   ・受託事業(不当要求防止のための責任者講習)

8

1

0

・県市長会  12,000,000円  (3.5%) 

・八十二銀行  8,000,000円  (2.3%) 

57.8%

Ｈ15

当期収支差額 98

当期支出合計 28,456

非　常　勤

役員平均年収（千円）

県職員計（非常勤役員除く）

22

非　常　勤

役　員　数

常　　　勤

2

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

0

0

流動比率

0

損失補償年
度末残高

4,340

補助金

0

2

委託料

0

0

交付金

28,554

0

常　　　勤

0

0

(24,764)

8

1 1

0

0

0

(24,737)

8

職員平均年齢

設立根拠 　平成３年　民法

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

〔設立の沿革〕

平成３年、暴力団員による不当な行為の
防止に関する法律の制定に伴い、不当要
求行為等に対して規制できることとなった
ことに加え、被害予防を資するための民間
団体の活動を促進することになり、(財)長
野県暴力追放県民センターが設立され
た。 〔事業執行状況を示す主な指標〕

県民の暴力追放意識の高揚を図るとともに、暴力追放活動を推進し、もって暴力の
ない安全で住み良い社会づくりに寄与することを目的とする。

団 体 名
(所在地）

　財団法人　長野県暴力追放県民センター
（長野市南長野幅下６９２－２）

　安川　英昭 改革基本方針 　県関与の廃止（県警の自己改革による暴力追放体制の強化、自発的な意思に基づく広範な民間運動の推進）代表者

県所管部局
(課)

2

0

Ｈ16

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

〔具体的な事業内容〕

・暴力団からの離脱、社会復帰対策事業　　・暴力団監視情報収集事業

・責任者講習受講者　H15＝26回1,280人　H16＝31回1,553人　H17＝71回2,950人

Ｈ17

21

(1,115)

事業費

　警察本部（組織犯罪対策課）

0

・暴 力 相 談 受 理　　H15＝172件　　 　　　H16＝247件　　    　H17＝245件

12,461

県出捐
率（％）

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

200,000,000円

22

事業報告書及び収支計算書の公開（H14.4.1～)、インターネット・ホームページの開設（H14.5.1～)

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

6,245

財
務
・
資
産
関
係
指
標

(0)

(0)

(7,849)

(0)

3,225千円

0

0

職員の平均年収（千円）

(19,113)

7,758

4,703

出捐金

(1,430)

Ｈ18

1

0

21

(0)

(△ 27)

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に基づき設立されている団体であり、県内に同様の団体はなし。
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0

0

貸付金

県

費

受

入

状

況

負担金

運営費

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート 資 料 １３
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説 明 資 料 (財)長野県暴力追放県民センター 長野県警察本部

１ (財)長野県暴力追放県民センター（以下 『センター』と略記 ）の概要、 。

平成 年 「県民の暴力追放意識の高揚を図るとともに暴力追放活動を推進し、暴力のない安3 、

全で住みよい社会づくりに寄与すること」を目的として設立 「暴力団員による不当な行為の防。

止等に関する法律（通称『暴対法 」に基づき、長野県公安委員会指定の「長野県暴力追放運動』）

推進センター」として、同法所定の

・ 広報啓発活動（県民大会の共同開催等 ・ 協力支援事業（暴排資料の作成配布））

・ 暴力相談事業（常設、巡回相談） ・ 受託事業(不当要求防止のための責任者講習)

・ 暴力団からの離脱、社会復帰対策事業 ・ 暴力団監視情報収集事業

を行っている （詳細は、検証シートのとおり）。

２ 改革基本方針の内容

平成 年の当初答申では「団体の廃止 、その後「県関与の廃止」として16 」

・ 県警の自己改革による暴力追放体制の強化

・ 自発的な意思に基づく広範な民間運動の推進

を課題とされ、県補助金の段階的廃止が方針とされている（詳細は、検証シートのとおり ）。

３ 検証に当たり考慮していただきたい背景及び「改革基本方針」の影響

( ) 背景（暴力団事情）1
暴力団対策の根幹は、警察による取締りと市民による暴力団の存在を許さない暴力追放運動

が、車の両輪のように相まって連動することにより、暴力団を壊滅することにある。

長野県下の暴力団情勢は、ここ数年の間に劇的な変化を生じている。信州斉藤一家の総長が

國粹会の会長となり、國粹会は山口組の直参で東京の住吉会と縄張りを巡っていつ対立抗争が

発生してもおかしくない状況にあり、これが発生した場合には、住吉会による報復が長野県内

。 、 、で繰り広げられるおそれがある また 長野県内で最大勢力を誇っていた近松組の消滅により

長野市内に８組織が入り込んで小競り合いが頻発している、など緊迫した状況になってきてお

り、官民の暴力追放に向けた調和ある活動の必要性が高まっている。

（詳細は、別添１のとおり ）。

( ) 「改革基本方針」が及ぼしている影響2
センターに対する「県関与の廃止」は、県による財政支援の段階的打ち切りを意味している

が、センターは基本財産が必ずしも潤沢でなく、財政的に極めて脆弱で 「改革基本方針」後、

の県補助金の縮小によって、事業活動に種々の弊害が生じている。

すなわち、補助金に代わる財源を賛助金に求め、その募集のための企業等への訪問件数が急

増した。これに時間が割かれることにより、暴力団情勢に対応して増加している暴力相談につ

いてきめ細かな継続的な指導等が困難となってきたり、需要が増加している不当要求防止責任

者講習についても講習開催が追いつかない状況となっており、また、補助金の削減により平成

年度から暴力モニター活動が停止されたり、暴力情報ネットワーク事業が頓挫した等の影17
響が出ている。

（詳細は、別添２のとおり ）。

( ) 賛助会員募集活動への影響3
県が補助金を廃止する一方で、市町村や企業等に賛助会加入を求めることについて、理解が

得にくい状況となっている。

（詳細は、検証シートのとおり ）。
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